
下
が
る何らかの減税を

している国は99か国
世界で99の国と地域が踏み切った

消費税減税
　深刻な物価高から暮らしと中小企業の営業を
守るために消費税率を５％に引き下げる減税が
求められています。実際に、コロナ危機や物価高
で何らかの消費税（付加価値税減税）を実施した
国・地域は、世界で99にのぼります。物価を一気
に引き下げる消費税減税は最も効果的な物価対
策です。

　統一協会との癒着が問題となっている自民
党は、選択的夫婦別姓制度に後ろ向き。家族制
度にこだわって、個人の自由意思で婚姻関係
をきずくことを認めようとしないからです。家
父長制のもとで、女性を家に従属するものと位
置付けた、戦前の憲法の考え方を引き継いで
いるからです。家族関係でも、一人一人の個性
や人権を尊重すると規定する憲法24条をいか
して、ジェンダー平等社会をめざしましょう。

コロナ禍、原油・物価高騰の中で行われている
付加価値税をめぐる諸外国の対応

コロンビア

イタリア

コンゴ民主
共和国

ポーランド

ペルー

医薬品製造用原材料やホテル・観光業が提供す
るサービスへの課税を免除

スペイン 電気代の税率を21％から10％へ引き下げ

天然ガスに対する軽減税率を10％から５％に引
き下げる措置を延長
燃料油の供給に対する付加価値税を免除。食品
の税率を８％に引き下げ
電気料金の付加価値税減税を延長。天然ガスの
税率を８％から０％に引き下げ。肉、魚、野菜、乳製
品などの税率を５％から０％に
砂糖、パン、鶏肉、パスタ、卵にゼロ税率を適用

ジェンダー平等な社会を
憲法24条で
規定された
「個人の尊厳」

憲法共同センターチャンネル

2020年1月 朝日新聞　世論調査

戦争する国づくりストップ！憲法を守り・いかす共同センター
（略称：憲法共同センター）
〒113-8462 東京都文京区湯島2-4-4 全労連会館 4F
　　 03（5842）5611　　　 03（5842）5620
https://www.kyodo-center.jp/
TEL FAX 憲法連続学習シリーズ

10～30分以内の学習動画です

選択制夫婦別姓に…

■男性　■女性

男女賃金格差解消を！
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女性の賃金
男性の７割

軍拡論議よ
り

「くらし」で
しょう！！

上
が
る

消費税（付加価値税）の 物価高を
伝えるマスコミ
「読売新聞

2022年9月30日付」

反対 24％
賛成 69％

その他
7％

Hospital

憲法共同センター

投票先で
重視した政策は？

時事通信の参院選出口調査（2022年7月11日付）

その他
18.2％

景気・雇用対策
30.2％

コロナ対策
3.5％

財政再建
3.6％

憲法改正 4.7％
外交・安全保障 5.8％
物価高対策 7.4％

子育て・少子化対策 11.1％
年金・介護・医療

15.7％

国税庁「民間給与統計調査」




